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〈論文〉

清酒に関する政策の展開と酒造業の活性化政策
-京都市酒造業を事例に一
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はじめに

清酒の起源は日本に水稲農耕文化が伝わった頃ま

でに遡る。米と水を原料とし、発酵させるという酒

造りは、 2，000年以上も前から行われていた。米は貴

重な作物であったため、米を原料とする清酒は神聖

なものであった。かつては、神に捧げるため、また

は神々と交流するための手段として酒を飲まれてい

た。その後、中世以降になると冠婚葬祭の日に飲む

酒となり、明治期以降には一般家庭でも清酒が飲ま

れるようになった。

清酒は良質な水と米がなければ清酒は造ることは

できなかった。各地に残っている酒蔵のある地域は、

農業の盛んの有無はあるものの、良質な水に恵まれ

ている所が多い。「地酒Jという言葉があるように、
元来、清酒は地域の中で消費するものであり、清酒

はその地域の文化と共に発展してきた。 清酒の文化

的価値と、地域文化との関係は強いものであり、今

後も酒造業の存続が望ましい。

しかし、今の酒造業界は縮小してきている。その

要因は、 1970年代以降、清酒に代わってビールの消

費量が増加したことである。これは高度経済成長期

以降、食生活が変わったためである。小泉や篠田は、

景気によって、料理の品数が変わり、それによって

酒の甘辛が変わることを説明している(小泉・ 1992、

219 -221頁、篠田・ 1997、104頁)。当時の清酒の
酒質は甘口であったが、この頃から、ビールの消費

量が増加し、甘口た、った清酒から淡麗辛口のビール

へ消費動向が変化した。大衆酒が清酒からビールに

取って代わり、近年ではリキュールや発泡酒という

低アルコール飲料が消費者に受け入れられているこ

ともあって清酒の需要が減少している。

梶本武志

このように清酒業界が縮小したのは、酒類の消費

動向が変化したという需要側に要因があったからで

ある。しかし、農業従事者が減少したことによって、

農家が冬に酒蔵へ赴き、酒造りを行うという体制が

崩壊していることや、杜氏の高齢化によって後継者

がいないことなど、生産者側にも要因がある 1)。

このように、清酒業界が縮小しているのは消費者

の減少、生産者側の要因が幾つか挙げられるが、政

府の産業政策が清酒業界を縮小させたことも大きな

一因ではないかと考える。

それは、明治期以降、酒税の課税などの政府の政

策によって統制、あるいは規制され、政府の酒造業

への政策が酒造業者の意図や消費動向にそぐわな

かったからではないかと考えたからである。

しかし、多様な酒類が開発されている酒類業界に

おいて、市場は激しくなっている中、中小の酒造業は、

新たな事業の開発や、販路の確保が困難になってき

ており、この課題を解決するための産業支援が求め

られている。

そこで本論文は、京都市の酒造業を事例に、清酒

の産業支援に関する政策についての考察を行う。そ

のために、まず、清酒に関する政策が酒造業に与え

た影響について整理する。既存の文献では、それぞ

れの政策について言及されているが、酒造業へ与え

た影響についての議論をまとめたものは見当たらな

かった。これらの政策を整理していくことで、政策

一つ一つに問題があっただけではなく、各政策・制

度が関係して酒造業にどのような影響を与えたのか

明らかにする D

次に、今までの清酒政策の影響を受けた酒造業の

近年の動向を述べる。そして、京都市と京都市伏見

区に本社を置く酒造業と京都市の政策を事例に考察

する。なぜなら、京都市は、伏見区に酒造業が集積し、

原料米と労働力の確保を府外から確保しなければな

らなかったという制約的条件の中で、灘に次ぐ清酒

の一大産地になっていること口また、酒造業界でも

進取的な取り組みを行ってきた酒造家が多く、何よ

り清酒政策に上手く対応したことによって発展して

きた歴史があったからで、ある 2)。

さらに、伏見だけではなく、洛中に唯一存在する

佐々木酒造は中小の酒蔵でありながら、酒造自ら小

売庖の販売ネットワークを築き、産学官連携による



小分類で・は 「酒類製造業」で表されている。京都市

の工業統計書によると、京都市全体の製造業と飲料・

たばこ・飼料製造業、清酒製造業の事業所数、就業

者数、製造品出荷額は表 lのようになり、飲料・た

ばこ・飼料製造業が占める割合が高く、清酒製造業

は、製造品出荷額は小さいものの、飲料・たばこ・

飼料製造業の事業所数、従業者数は約半数を占めて

いる。

また、京都市の中心部である中京区や上京区の製

造業の規模は他の区成に比べて小さく、京都市の製

造業を担っているのは、中心部よりもその周辺区域

であり、その中でも製造品出荷額が最も高いのは伏

見区である。図 lは2011年の京都市行政区別の製造

品出荷額と事業所数を表したものである。さらに表2

は伏見区製造業と伏見区の飲料・たばこ ・飼料製造

業の製造品出荷額を比較したものである。伏見区の

産業別の割合をみても製造業が最も多い。伏見区の

製造業の製造品出荷額のうち、飲料・たばこ ・飼料

製造業の占める割合は約8割であり、京都市の飲料・

たばこ・飼料製造業と比較すると、約3割を占めて

いる。
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新製品の開発を行っており、京都市が進取的な取り

組みを行っていることから、京都市の酒造業を事例

に取り上げることとした。

酒造業の研究は経済学、経営学、社会学での考察

が既に行われている。しかし、政策分野での議論が

少ない。清酒産業は政策や制度の影響を受け易い産

業である。清酒製造業を政策の視点で考察すること

によって、清酒製造業の存続、発展、清酒市場の維持・

拡大に寄与できると考える。

1 .京都市の産業における酒造業の位置づけ

京都市は人口 140万人を超える大都市であるが、

産業構造はどうなっているのだろうか。まずは京都

市の酒造業が京都市全体の産業においてどのような

位置づけにあるのかを確認する。総務省は日本標準

産業分類を統計基準として設定し、産業を大分類、

中分類、小分類に分け、自治体もこれに基づいて産

業統計を表している。酒造業の統計は大分類では「製

造業」、中分類では「飲料 ・たばこ・飼料製造業j、

京都市における酒造業の現状第I章

2012年京都市製造業の事業所数、従業者数、製造品出荷額

事業所数(所) 従業者数(人) 製造品出荷額(万円)

京都市製造業 2，922 64，813 218，948，400 

欽料 ・たばこ・飼料製造業 36 1.689 61，795，868 

清酒製造業 17 754 4，294，553 

表 1

産業 (細分類)出典 :京都市 HP f経済センサスー活動調査(工業統計調査該当部分の確報集計)第6表

別結果表(従業者4人以上の事業所，平成23年，平成22年)Jより引用

700 

600 

500 

400 

制聞製造品出荷額

ー一事業所数

300 

200 

100 

70，000，000 

60，000，000 

50，000，000 

40，000，000 

90，000，000 

80，000，000 

30，000，000 

20，000，000 

10，000，00。
。

伏

見

区

西

京

区

右

京

区

南

区
下

京

区

山

科

区

東

山

区

中

京

区

左

京

区

上

京

区

北

区

。

図 1 京都市行政区別製造業の割合

『経済センサス 活動調査 (工業統計調査該当部分の確報集計)

産業 (中分類)別結果表jを元に筆者作成

出典京都市HP
第4表行政区別、
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表2 京都市製造業、伏見区製造業、伏見区飲料・た
ぱこ・飼料製造業の製造品出荷額(単位:万円)

京都市 飲料・たばこ・飼料製造業 218，948，400 

伏見区製造業 77，358，384 

うち伏見区 飲料・たばこ・飼料製造業 61，460，641 

出典:京都市HPr経済センサスー活動調査(工業統計調査
該当部分の確報集計)第4表行政区別、産業(中分類)

別結果表jより引用

表3は京都市の酒類製造業と伏見区の酒類製造業

の事業所数を表している。飲料・たばこ・飼料製造

業のうち、京都市の酒類製造業は28事業所、そのう

ち伏見区の酒類製造業は23事業所であり、伏見区の

酒類製造業の大部分を京都市-の清酒製造業を担って

いるo 筆者が伏見酒造業に着目するのはこのためで

ある。

表3 2012年京都市酒類製造業と伏見区酒類製造業
の事業所数と従業者数

事業所数

京都市酒類製造業

京都市伏見区酒類製造業

出典:i総務省統計局『平成24年経済センサス活動調査jよ

り引用

1・2.伏見酒造業の現状

酒造業界における京都府の酒造業の全国的な位置

づけを確認すると、京都府は兵庫県に次ぐ清酒の産

地である。表4は上位5位までの都道府県別の製成

数量と減少率を表したものであるに

表4 清酒の都道府県別製成数量上位5位の変化(単位:kl) 

都道府県 2007年 2012年 減少率

兵庫県 154，109 132，222 85.8 

京都府 76，415 72，324 94.6 

新潟県 41，708 38，547 92.4 

秋田県 17，286 15，459 89.4 

愛知県 18，443 15，451 83.8 

出典:国税庁HPr平成19年、平成24年都道府県別製成数
量Jr酒税』を元に筆者作成

兵庫県の製成数量は全国的に圧倒的に多いが、製

成数量の減少率は高い。一方で京都府の製成数量は

兵庫県には及ばないものの、減少率は上位5位の中

で最も小さく、安定した生産を行っていることが分

かる。

伏見酒造業においてこれだけの生産量を誇れるの

はなぜだろうか。伏見には、 1億円以上の資本金を持

つ酒造業者が2社、 5千万円以上1億円未満の中堅企

業が5社、 5千万円未満の小企業 16社が集積してい

るに現在、酒造りの機械化が進み、中小の酒造業者

も機械設備の導入など、近代化が進み生産効率は高

まってきているが、一貫した機械による大量生産を

可能とする大手酒造業者は全国的にも珍しい。伏見

に本社を置く月桂冠や宝酒造は数少ない大手酒造会

社であるo

表5は清酒の出荷量とシェア上位を企業別に表し

たものであるo 上位10社のうち、 5社が兵庫県(そ

のうち 4杜が灘)、 3社が京都市伏見区に本社を置く

酒造業者であり、灘と伏見の大手酒造業者で約半分

表5 2010年企業別清酒出荷量とシェア

順位 社名 本社 出荷量 (ke) シェア

l位 白鶴 兵庫県(灘) 59，710 10.1 

2位 月桂冠 京都府(伏見) 50，329 8.5 

31立 宝酒造 京都府(伏見) 45，819 7.8 

4位 大関 兵庫県(灘) 35，176 6.0 

5位 日本盛 兵庫県(灘) 25，332 4.3 

6位 世界鷹G 埼玉県 25，219 4.3 

7位 オエノン G 東京都 24，ω5 4.1 

8位 黄桜 京都府(伏見) 19，482 3.3 

9.'位 菊正宗 兵庫県(灘) 17，859 3.0 

10位 白雪 兵庫県(伊丹) 12，955 2.21 

合計 ー . 315，976 53.6 

出典:日刊経済通信社 「清酒の生産(出荷)集中度 (1位-30位) (2∞8 -2010年)Jr酒
類食品産業の生産・販売シェアj2011年11月21El 88頁を参考に筆者作成



営を優先し、桶取引を打ち切った。桶取引という制

度が伏見の中小酒造業を廃業に追い込んだ。これは

伏見酒造業に限るものではなく、 全国の酒造業にも

同様の影響をもたらした。

桶取引だけが酒造業に影響を与えたのではない。明

治時代に酒税が課せられて以降、様々な制度や規制

が酒造業に影響を与えてきた。そこで、第2章では

戦後の清酒の政策を振り返り、移入j酉取引を含めた

国の清酒政策や制度が酒造業に与えた影響について

まとめる。

清酒政策の歴史と酒造業の動向

1.清酒政策の歴史

(1)企業整備と生産統制

第二次世界大戦中、政府は食糧確保等を理由に米

を原料とする清酒の生産を統制した。政府は基本石

数を定め、政府が定めた生産値以上の生産を制限し

た。各地の酒造組合を統率する全国酒造組合(現日

本酒造組合中央会、以下、酒造組合中央会)は政府

の基本石数を受けて、組合員に生産石数を配分する

等の規定を定めた。しかし、生産統制の主体は酒造

組合から政府へと移り、原料米の使用量や精米歩合、

吸水率、価格までが統制された。

さらに戦争が激化していくと、企業の合理化、す

なわち企業整備が進められていった。政府は工業部

門において、縮小する部門、拡充する部門、指導す

べき部門に分類し、酒造業は縮小すべき部門とした。

企業整備に当たり、醸造場を操業、保有、転用、廃

第E章
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のシェアを占めている。つまり、残り 半分のシェア

を約 1，800社が占める割合となる。このように清酒の

出荷量と販売シェアの上位には伏見に本社を置く酒

造が3社占めていることから、伏見酒造業が灘に次

ぐ製成数量を誇れるのは大手酒造業の存在によるも

のである。

今や伏見酒造業は清酒の一大産地となっているが、

伏見酒造業は明治初期に伏見酒が酷評を受けたこと

や、原料米や杜氏を府外から確保しなければならな

かったという困難を抱えていた(第3章にて詳述)。

今、伏見に残っている酒造家はこれらの危機を乗

り越えて、独自の酒造りを行っている。それは、今

までの伏見酒造業全体における品質向上の努力と、

個々の企業の進取的な展開と品質にこだわりを持ち

続けて酒造りを行ってきた結果である。しかし、伏

見酒造業でさえ、酒造業者数は減少している。図2

は伏見酒造組合に加盟している酒造業者数と製成数

量を表したグラフである。1980年代後半までは38社

が酒造りを行っていたが、次第に減少し、現在は25

社となっている。製成数量も一時期は 10万kQ台を

維持していたが、それ以降は次第に減少し、近年で

は7万ke台を推移している。伏見酒造組合史を参
考にすると、 2000年9月以降に8社が廃業した。伏

見酒造組合主事の池田弘一氏は8社の廃業理由につ

いて、 12000年以降の廃業については桶取引がなく

なったのが大きな原因だった。」と説明した九 桶取

引は、大手酒造業が、中小酒造業が生産した清酒を

買い取ることで生産調整を行う役割を果たしていた

が、酒造業界が縮小すると、大手酒造業は自社の経
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図2 伏見酒造組合員に加盟している酒造業の年度別製成数量と会社数の推移

出典:伏見酒造組合の資料を元に筆者作成
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止に分類することが定められた。また、青木は、「政

府は農村経済の中枢を酒造家が担っていたという認

識とその敬意の念を持っており、各県の中小酒造家

を存続させた。Jと述べている(青木・ 2003、216頁)。
つまり、企業整備は中小の酒造家が安定した経営が

できる範囲で行った。そのため、灘や伏見といった

大産地に大幅な減産を求めるだけでなく、転廃業も

余儀なくされた。

生産統制によって大幅な減産を求められた大産地

の酒造業者は他の酒造業の基本石数を買収し、生産

量を急速に増加させ、地酒の生産量が伸び、なかった

地域での市場を確保していった。大産地の酒造業が

他地域の市場を確保することができたのは、小売庖

は酒が不足すると、地酒だけでは需要を満たすこと

ができなかったからである。従って、小売庖はシェ

アを回復した灘・伏見酒を仕入れることで品不足を

補っていた(青木・ 2003、211-232頁)。

企業整備については、戦後の復興により、独自の

酒造の復活を求めた業者が現れ、政府は、清酒製造

業企業整備による保有又は転廃業者に対する措置を

講じ、独自の酒造の復活を奨励した。これにより企

業整備によってやむなく合併した酒造家は合併した

酒蔵を離れ、再び自らの酒造りを営んだ。

企業整備は、中小酒造業の存続を配慮するように

行ったはずが、生産統制のために製成数量を増加さ

せることができず、市場の確保が困難となり、中小

酒造業の経営を苦しめる結果となった。

(2)酒税と級別制度

酒税が設けられたのは明治初期の頃である。当時、

酒造業は国の主要産業であり、酒税を課すことで、政

府の主要財源とした。酒税法が制定されて以来、何

度も改正されてきたのだが、半世紀に渡って用いら

れた制度が級別制度であるo 級別制度は 1940年に定

められ、導入当初は、清酒の品質を公的な審査員の

利き酒により判別し、 1級から 5級までの等級に分け、

その等級によって酒税を課すものであった。級別制

度はその後何度も改正されながら、 1988年まで用い

られた。表6は級別制度で用いられた酒税の変遷を

まとめたものである。

篠田は 1943年に定められた級別制度において、第

一級の条件が以下のようになっていたことを説明し

ている。「①政府が認める酒類製造者であること、②

政府が指定した商標であること、③アルコール分16

度以上、原エキス分32度以上の成分規格を有してい

ること、④中央酒類委員会が認定すること。Jこの4
つが第一級とする条件であった。「①の条件が定めら

れていることで、第一級の清酒を生産できる業者が

限られており、 1960年代まで「上級酒は大手、二級

酒は地方メーカーJというすみ分けが暗黙のなかで
成り立っていたのはここに根拠があったのではある

まいか」と推察している(篠田・2001、166-169頁)。

つまり、一級酒は品質が良く、二級酒は品質が悪い

という印象が消費者にあった。これは、「一級酒の審

査に通らなかった酒だけが二級酒になる」という消

費者の誤解があった。二級酒は一級酒に通らなかっ

表6 戦後の酒税の変遷

年次 特級 l級 準1級 2級

1950年4月1日 92，600 73，300 46，300 

1950年12月1日 71，500 54，000 29，000 

1953年 62，500 46，500 22，500 

1954年 68，500 49，000 22，500 

1958年 68，500 20，500 

1959年 379，700 271，600 創設 113，600 

1960年 185，550 

1962年 252，100 152，100 廃止 85，800 

1968年 285，400 174，300 

1976年 349，000 200，400 

1978年 410，100 214，200 

1981年 509，300 245，200 94，000 

1984年 608，640 279，500 107，900 

1989年 廃止 184，300 117，000 

1992年 級別制度廃止 133，700 

1994年 140，500 

2006年 120，000 

出典:伏見酒造組合、 f伏見酒造組合一二五年史j84-85頁、国税庁HPよりヲl用
注)1950年-1958年は l石当たり、 1959年以降は1kt当たり
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た酒だけではなく、あえて審査を受けず、二級酒と

して販売する清酒もあるo 一級酒は高額の酒税を課

せられ、価格が高くなる。価格が高くなると、買い

手がなくなってしまうために、審査を受けない酒蔵

が多かった。

しかし、消費者にとって一級酒は品質を保証する

ものであり、二級酒よりも一級酒を選んだ。さらに

二級酒の評判を落とした原因には、三倍増醸清酒(以

下、三増酒)が二級酒扱いとなっており、三増酒が

二級酒の印象となっていた。実際に、特級・一級酒

の売れ行きが大幅に伸び続けたものの、二級酒は著

しく落ち込んだことが伏見酒造組合一ニ五年史に記

載されている(伏見酒造組合・ 2001、171頁)。

三増酒を二級酒で売ることによって、原料米の購

入価格を安くし、低価格で販売する酒造業者がいれ

ば、級別審査を受けず、二級酒で高品質の清酒を売

り出す業者もいたため、二級酒に品質の格差があった。

級別制度はその後、 1989年に見直され、特級を廃止、

1992年には級別制度を完全撤廃し、従課税から従量

税へ完全に移行し、級別制度の廃止が決定すると、

I鈎O年に国税庁の告示によって、特定名称酒(本醸造、

純米吟醸、吟醸、手造り、秘蔵、たる酒、原酒)な

どを「清酒の製法・品質表示基準Jとして定めた。特
定名称酒などを表示する場合、製法品質の要件を満

たさなければならなくなった。二級酒の評判を落と

した三増酒は特定名称酒以外の普通酒として扱われ、

級別制度による二級酒の格差は是正されたが、三増

酒は生産され続けた。そもそも、三増酒が生産され

続けたのはなぜだろうか。次に三増酒が生産された

背景について述べていく。

(3)三倍増醸清酒の奨励
戦時中、原料米が不足し、原料米を割り当てられ

ていた酒造業では三倍増醸法(以下、三増法)とい

われる、もろみ(米、米麹に水を加えて発酵させた

もの)に醸造アルコール(食用エタノール)、飴、葡

萄糖、コハク酸、乳酸、グルタミン酸ソーダ、ミネ

ラル等を加えるという、原料に3倍のアルコール等

を加える三増法が開発された。戦後も暫く米不足が

続き、国税庁は三増法を奨励し、従わない業者には

罰則規定を設けた。原料米が不足し、生産統制が続

いていた酒造業において、従来の純米酒を造ること

は困難であり、大衆にとっても三倍増醸清酒(以下、

三増酒)は貴重な噌好品であった。しかし、戦後復

興を遂げ、米が余剰生産されていたにもかかわらず、

三増酒が大量生産され続けた。それは、級別制度で

上述したように、高品質の二級主と三増酒のような

安価で品質が低い酒が共に二級酒で売り出されてい

たためである。 1970年代以降の純米吟醸酒の生産が

始まると、三増酒の生産は次第に減少し、 2006年の

酒税法改正により、副原料の使用量が米の重量の

50%以下と定められたため、三増酒の生産は認めら

れなくなった。

(4)移入酒取引

江戸時代以降、寒造り(冬季に清酒を造ること)が

普及すると、冬季に 1年先を見通して酒質や数量を

調整しなければならなかった。そこで酒造家同士で

の清酒の売買を行う桶取引(買入酒)が行われていた。

桶取引は移入酒取引、または未納税取引と名称を変

えて今でも残っている。桶取引が盛んに行われるよ

うになったのは、高度経済成長期であった。月桂冠

の資料には、「高度経済成長期に入り、清酒の消費量

が増大するとともに、市場での銘柄による格差が次

第に広がっていた。需要が高まった酒造業と、販路

が縮小した酒造業の双方にとって桶取引は極めて重

要な役割を担うこととなり、全国の清酒の需給調整

にも大きな機能を発揮した。」と記述されている(月

桂冠・ 1999、285頁)。また、桶取引が円滑に行われ

たのは、「優れた仲介業者や、桶取引を行う業者間で

の交流があったからであり、取引先の蔵元には技術

指導を行っていた。Jと記述している(月桂冠・ I悌9、
286頁)。桶取引は業者間の信頼関係の下で行われて

いたものであり、大手酒造業が中小酒造業を保護す

る仕組みである。しかし、一方で、中小酒造業が大

手酒造業に依存するという構造でもあった。石油

ショック以後の販売消費量の停滞により、大手酒造

業が自社経営の安定が優先され、桶取引は減少して

いくこととなった(月桂冠、 1999年、 285-286頁)。

中小酒造業にとっては、酒税の級別制度において、自

社と他者の品質の差別化が難しかったという事情も

考えられるが、大手酒造業が取引を打ち切った場合

に、取引関係にあった中小酒造家は転廃業せざるを

得ない状況に追い込まれてしまう。

現在、移入酒取引は無くなりつつあり、大手酒類

メーカーの傘下に入って酒造りを営む酒造家と、自

ら販路を確保し自立した酒造業とに分かれている。

(5)酒造好適米に関する農業政策

生産統制は食糧管理制度に基づいて、生産から流

通、消費に渡って政府が管理し、需給管理を行って

いた。これにより酒造業は生産統制を受けていたの

であるo 戦後復興を遂げると、 1967年、米の自給率

が100%を越え、米が過剰生産となり、政府が管理し

ている古米が余るようになり、食糧管理特別会計が

赤字となった。そこで、政府は、 1969年に自主流通

米(以下、自主米)制度といわれる、良質な米に関

しては、政府を介さず、自由取引の開始を行った。そ

うすることで、政府の財政負担軽減、政府買入量の

抑止を図ったのであるo さらに、米の生産抑制を図
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るため、 1970年には、新規の開田禁止、転作する農

家や休耕している農家にも助成金を交付したo

酒造業は、自主米制度の導入によって、政府の管

理を経ずに酒米の調達が可能となったため、酒造家

の意思で生産の増減が可能となった。しかし、清酒

業界では、生産調整がされなくなり、混乱を懸念す

る見通しもされていた。高度経済成長期は銘柄によ

る格差が増大した時期でもあり、清酒市場の自由競

争をさらに激化させた。

また、自主米制度の導入以前は、酒造業界において、

米の割り当てによって生産調整が行われていたため、

米の割当てを受ける権利が一種の財産価値であり、酒

造資金を借りる場合の担保となっていた(秋元・2012、

276頁)。自主米制度はこの財産価値を失わせるもの

であった。自主米制度の導入により、販路を縮小さ

せた酒造家は酒造資金の借り入れが困難となり、全

国で転廃業を余儀なくされる業者の増加が危倶され

た。そこで、日本酒造組合中央会(以下、中央会)は、

信用保証事業を開始した。これは、酒造業者が清酒

製造に必要な資金を金融機関から借り入れる際に、中

央会が債務を保証するものである。中央会が債務を

保証することで、酒造業者の資金調達の融通を図った。

自主米制度の導入は、酒造業者の自由な生産をも

たらした。しかし、政府の減反政策によって酒造好

適米(以下、酒米)の生産が減少していった。図3

は多くの酒造業が用いる酒米「山田錦」の作付面積

の推移を表したものである。 1970年から 1980年代初

頭の問、酒米の生産量が減少していることから、減

反政策による影響を受けていると考えられるo その

後、増加傾向がみられるのは、純米酒や純米吟醸酒

の需要が高まる、 1990年以降のことであるロ

自主流通米制度によって、生産統制がなくなり、酒

12000 
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。

造業界は自由競争下に置かれることとなった。しか

し酒造りの基本は米と水であるから、酒米は酒質

に大きな影響を与える。酒米の生産量が減少すると、

酒造業者は純米酒等を生産する場合、大量の米を調

達しなければならなくなるため、酒米の購入金額が

高くなってしまう。 酒造業者は原料米の量を抑え、ア

ルコール添加などを用いるアル添酒を生産する傾向

にあったのではないだろうか。三増酒などの清酒の

品質低下を招くようなアルコール添加の清酒の生産

が続いたのは減反政策によって酒米の生産量が減少

していたためであろう。

このような清酒の政策を受けて、酒造業は政策制

度を受けて、どのような現状にあるのか、述べていく。

2.現在の酒造業の動向

(1 )製成数量、販売消費量、免許場数の推移

図4は酒類の一部の生産量の推移を表したもので

ある。清酒の製成数量は高度経済成長を遂げ、製成

数量は伸びていた。当時は生産統制があったため、大

手酒造業は自社で供給量を賄うことができず、桶取

引によって、生産量を増やしていた。清酒の製成数

量は 1975年まで増加していたが、その後は減少し、

ビールの生産量が倍増していることが分かる。

1990年に、清酒の製成数量は微増したが、その後

は減少し続けている。

図5は販売消費量の推移を表したグラフである。販

売消費量も製成数量とほぼ同様の推移をしており、

1995年には 1千ldを割り、 2010年時点での消費量は

550ldであり、約20年間で半減したロ

図6は清酒の免許場の推移を表している。清酒の

免許場数も次第に減少し、 2010年の時点では清酒製

造業者は 1564社、免許場数は約 1700となっているo

，，* "，，1$( ~I$( .1$( ~I$( i'*< "，，1$( ~r$< .1$( Î$( i~ "，，1$( ~l$< . ~ ~~弘1$(糸魚s sd£lSぷ£SSFSFSF SSF SFsrs s sr .... ....、.. ....、.. .... ....、.. ....、、、、

図3 全国の山田錦の作付面積の推移

出典:独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構HPを元に筆者作成
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図6 清酒の免許場の推移(単位:数)
山奥 :国税庁HPri酉のしおりjより引用
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図7 日本酒度の変遷
出典:小泉・ 1992、220頁「近年の日本酒の甘辛の比較J国税庁HP、『全国市販酒
類調査の結果についてJr日本酒度(全国平均値)の経年変化Jを元に筆者作成

清酒業界の縮小の要因の一つは、消費者の酒質が

変化したためであるo 図7は清酒の日本酒度の推移

を表したものである。清酒が甘口か辛口になるかは、

日本酒度の高低だけではなく、アルコール分や酸度

によっても変わるが、日本酒度が一般的な酒質の目

安となっている。日本酒度が低ければ甘口、高けれ

ば辛口になる。

日本酒度と酒類の販売消費量を比較してみると、

1934年から 1975年にかけて清酒の消費量は増加して

いる。この聞は三増酒が生産されていた時期のこと

である。三増法を用いると糖類も添加するため、甘

口の酒になるo そのため、日本酒度は低くなっている。

しかし、 1980年以降になるとビールの消費量が増

加し、清酒の製成数量が減少し始めた。これは、甘

口の清酒から端麗辛口のビールへ以降したことが原

因であると考える。

(2)高付加価値な酒造りと低アルコール清酒の高まり
清酒市場が縮小する中、酒造業界は消費を高めるた

めに努力している。表7は特定名称酒の製成数量の減

少率を表している。 1998年に比べて2010年はどの特

定名称酒も落ち込んでいるが、本醸造酒が著しく減少

しただけで、純米酒、純米吟醸酒の減少率は小さい。

表7 特定名称酒の製成数量の減少率(単位:k.e) 

1998年 2010年 減少率

吟醸酒 39，558 17，588 44.5 

純米酒 60，603 50，040 82.6 

純米吟醸酒 31，452 28，653 91.1 

本醸造酒 147，865 51，298 34.7 

計 279，478 147，579 52.8 

国税庁HPr酒のしおりJを元に筆者作成

高付加価値な清酒を生産する一方で、従来の清酒

の価値観を覆す生産にも取り組んでいるo その一例

が発泡清酒(スパークリング清酒)である。発泡清

酒は宮城県にあるーノ蔵酒造が1998年に発売した。

そのノウハウは「日本酒ライスパワー・ネットワーク」

という全国の中小酒蔵24社で作る研究会に提供した

が、製法や管理が難しく、浸透するまでには至らな

かった。

その発泡清酒の火付け役となったのが、宝酒造が

生産した発泡清酒「滞Jであるo i零は構想から販売
に6年を費やし、販売当初は限定販売を行っていた。

2013年からコンビニやスーパーへ販路を拡大し、市

販されるようになると、出荷量を増加させ、海外で

も需要が増えているといわれている。近年、リキュー

ルの消費量が増え、低アルコール酒の需要は高まっ

ている。発泡清酒はその需要に応えるものであり、若

い世代の清酒の普及の鍵となっている(毎日新聞、

2014年1月8日)。

ーノ蔵酒造は発泡清酒の開発に成功したものの、消

費拡大へと繋がらなかったのは、製法管理が困難で

あり、中小酒造業者にとって、商品開発の限界と大

量生産が困難で、あったためだと考えられる。しかし、

宝酒造のような大手酒造業は中小酒造業よりも継続

的な研究開発を行うことができ、大量生産によって

需要を拡大していった。

(3)海外市場の動向
現在、日本では少子化が進んできているため、今後、

酒類全体の消費量の減少が推測されている。清酒の

需要も減少することが考えられ、国内だけで需要の

維持・拡大を図るのは閤難であり、海外へ市場を求

める動きが盛んになってきている。図8は清酒の輸

出量を表したグラフであるo 近年、アメリカ、韓国
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図9 海外の和食庖舗数

出典 ニッスイHP、f世界の日本食レストラン』より守|用

での輸出品:が増加している。特に韓国への翰出量は

著しく増加した。

この背景には、海外の和食ブームの効果に相乗し

て輸出量が増加したこ とが考えられる。図9は海外

の和食庖の庖胡li数を表している。和食庖が増加した

ことで清酒の街嬰が高まった。さらに、クールジャ

パン政策によ って清酒を国酒として海外に売り出す

戦略が打ち出されている。さらに、2013年に 「和食J
が無形文化遺産に登録され、 和食と共に、清酒の需

要が高まり、ますます海外のrl'i場が拡大すると予想

される。

3.地域の実情を踏まえた政策の必要性と中小酒造業

の新事業の開発の因幾性

今までのおjij酉に関する政策は、 地域の実情を踏ま

えたものであったが、企業整備や生産統制は不十分

であった。級別制度は、良いj菌には高額の酒税を謀

す代わりに品質を保証するものであった。しかし、二

級酒でも高品質のj酉を販売することは可能であり、級

別制度に矛盾が起きていた。戦後まもなくの生産統

制や三増酒の奨励は、食粧確保を優先したため、や

むを得ない政策であった。しかし、経済成長を遂げ、

国民の消費動向が変わっても、酒造業が対応できな

かったのは、これらの政策から抜け出すことができ

なかったためである。

それは低価格で‘清酒の生産が可能で-品質の良し悲

しの判断を必要としなかった級別制度に甘んじたた

めであろう。級別制度が廃止され、酒造業者それぞ

れが個性のある清酒の生産を行うことができる よう

になり、中小酒造業も大手酒造業と競争ができる よ

うになった。

それでも、清酒の消費量が減少している酒造業界

において、他の酒類、あるいは他の産地と競争する

ためには、酒造業者それぞれの努力はもちろんのこ

と、産地全体として清酒の消費の促進に取り組む姿

勢は今もなお必要である。それは、国の政策だけで

なく、自治体の政策においても求められている。

また、中小酒造業は、発泡清酒のような新製品の
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開発を長期間行えるた.けの資金を持っておらず、伏

見の大手酒造業である宝酒造は6年の開発期間を経

て発泡清酒を生産したことから、中小酒造業の継続

的な研究開発に限界があるといえるo 中小酒造業者

が新製品の開発や新事業の開発をいかにして行うか、

その課題の一例である。

その課題解決の参考となるかどうか、第3章で京

都市の酒造業を事例に考察していくこととする。

第皿章 京都市における酒造業と公的研究開発

機関の取組み

第I章で上述したように、京都市の酒造業の大部

分を占めるのは伏見であるo まず、伏見酒造業の地

域性と伏見酒造業の発展要因について考察する。そ

の上で、伏見酒造業を含めた京都市の酒造業はどの

ような取り組みを行っているのか、述べていくこと

とする。

2.伏見酒造業の展開

(1 )伏見酒造業の発展の動機

伏見酒造業は、今でこそ灘に次ぐ清酒の生産地で

あるが、様々な困難を克服し、乗り越えて一大産地

として築いてきた。江戸初期 1657年の伏見酒造業者

数は83軒、醸造量15.614石余り(約280万t)であ
り、これが江戸期の伏見酒造業の最盛期であった。そ

の後、酒の一大消費地であった洛中の市場が飽和し、

1698年、洛中の産業を保護する幕府の政策により、

伏見酒造業の市場が圧迫された。さらに、灘酒造業

や近江酒造業が台頭し、伏見酒造業は経営難に陥り、

幕末の伏見・鳥羽の戦争が酒造業に大打撃を与え、酒

造業の存続が危ぶまれた。さらに、幕末の戦災から

復興した伏見酒造業であったが、明治初期の頃、東

京市場の開拓を試みた際、新川問屋は「場違酒(銘

酒を扱う新川問屋へ持ち込んでくるような酒ではな

い)Jと酷評されたという(伏見酒造組合、 2001、52

-53頁)九江戸では辛口の灘酒が尊重されていた

という事情もあったが、幕末の戦災で市場からの信

頼を失っていた。この時代は企業 1つの銘柄が産地

の評価に直結しており、 lつの酒蔵が評判を落として

しまうと、その酒蔵の評判が産地の評判を落として

しまうため、伏見酒造業は、産地全体の品質を高め

ていく必要があった。これが、明治期以降の伏見酒

造業の発展の動機であった。

(2)明治期の伏見酒造業の発展要因
伏見酒造業が発展した要因は外的要因と内的要因

に分けることができるo まずは、外的要因について

整理する。

外的要因は2つある。 1つは、自由経済へ政策転換

されたことである。幕藩体制が崩壊し、明治新政府

に政権が変わり、生産統制、市場の制約を撤廃し、経

済の自由化へ政策転換を行った九これにより市場が

拡大し、どの地域でも酒を売り込むことができるよ

うになった。

もう 1つは、動力エンジンを使用した汽船、鉄道

が出現し、輸送が迅速化、安全化したことである。酒

は輸送に日数をかけてしまうと腐敗してしまうため、

輸送の迅速化は、腐敗防止にも繋がった。それだけ

ではなく、輸送にかかる日数も酒造業の競争に繋が

り、江戸期には港が近い灘酒が有利であった。伏見

酒造業にとって、汽船と鉄道の開通は、水運機能の

役割を失わせるものであったが、自由競争下におい

て輸送の迅速化は他地域の市場を開拓するには好都

合であった。この2つが、伏見酒造業の発展の外的

要因である。

しかし、自由経済や交通手段の革新だけでは、伏

見酒造業の発展を説明することはできない。次に伏

見酒造業が品質向上のためにどのような取り組みを

行ったか、なぜ伏見酒造業が発展したのか、次に内

的要因について整理する。

明治期、上述したように酒造業は国の主要産業で

あり、税を徴収し政府の財源に充てていた。政府は

酒税を課す見返りに、醸造技術を向上させるため大

蔵省醸造試験場を建設したり、酒造業者へ醸造技師

を派遣して指導に当たった。伏見にも月桂冠に鹿又

親技官を伏見に派遣し、醸造調査研究を行った。月

桂冠は鹿又技官の紹介で東京帝大出身者、大阪高等

工業醸造科卒者を技師として採用し、月桂冠は近代

科学の技術の導入を積極的に試みた。月桂冠が近代

科学技術を取り入れる一方で、伏見酒造組合も伏見

酒造組合醸造研究所を設立した。この研究所にも、京

都帝大助教授を名誉技師とし、大阪高等工業醸造科

卒者を採用し、醸造研究に当たった。

このように伏見酒造業は、積極的に研究者や学卒

者を招き、近代技術の導入を行っていった。伏見酒

造業の発展は大学が身近な存在であったことも一因

であったといえるo

幕末の戦災を乗り越え、伏見酒造業の製成数量は

増加していった。製成数量を増やすということは、生

産規模を拡大しなければならない。酒造業が規模を

拡大するには、醸造と保管のための土地を確保でき

るかが問題であった。伏見は西方が農地であり、鳥羽・

伏見の戦いで家屋が焼失し、参勤交代制度の崩壊に

よる武家屋敷が荒廃しており、伏見酒造業はこれら

の土地を獲得することができ、生産規模を拡大する

ことができた。これが、伏見酒造業が発展した2つ

目の要因であるo

3つ目に経営・管理の合理化が挙げられる。日本は

工業化を進める中で、欧米の技術だけでなく、制度
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も取り入れなければならなかった。三井家や鴻池家

では複式簿記を案出していたが、酒造業においては

未だ江戸時代の簿記技術を用いていた。しかし、自

由経済によって、産地問競争が激化しており、制度

面においても近代化が求められ、洋式簿記法を取り

入れ、会社制度を導入していった。

このように近代の制度や技術の導入を図ってきた

伏見の酒造業であるが、どのような成果を上げたの

か。その成果について社会の変容にも触れながら述

べていく。

(3)伏見酒造業の発展要因からみる成果ー防腐剤な

しの清酒の開発

伏見酒造業の成果の1つに月桂冠が全国に先駆け

て防腐剤なしの清酒の開発に成功したことである。

清酒が造られて以来、清酒の腐造(製造している

日本酒が貯蔵している関に腐ること)は明治期になっ

ても解決されず、酒造業者にとっては悩ましい問題

であった。

明治初期、東京医学校御雇い教師が、腐敗防止の

解決に防腐剤としてサリチル酸を用いることが有効

である主張し、サリチル酸の効用が世間に広まると、

多くの酒造業者が防腐剤を用いることとなり、腐敗

の防止は一時の解決に至った。しかし、 1903年、内

務省は「飲食物防腐剤取締規則Jを発令され、防腐
剤の使用が厳しくなった。

防腐剤を使わない安全な清酒が求められた社会的

背景を受けて、月桂冠は第一の経営課題として、い

ち早く防腐剤なしの清酒の開発に取り組むことと

なった。

防腐剤なしの清酒の生産を技術的に可能にしたの

は、鹿又技官、学卒者の存在が大きかったといえる。

従来の杜氏の経験だけでは防腐剤なしの清酒の生産

は不可能であったであろう。月桂冠が積極的に近代

の科学技術を導入した成果である。

(4)伏見酒造業の発展要因からみる成果一全国的な

品評会による受賞

伏見酒造業のもう 1つの成果は、 1911年に大蔵省

が主催した全国清酒品評会での受賞者数であった。

明治期以降、政府は諸産物の品質向上を目指すた

め、博覧会や品評会を開催したロ 1907年、日本願造

協会の主催で全国酒類醤油品評会が開かれ、全国の

酒造を対象とした品評会が初めて開催された。青木

によると、この品評会の酒造業の影響について、「す

べての出品酒を共通の審査基準で評価し、その結果

である受賞率の高低によって産地の優劣まで定めて

しまう。Jと述べている(青木・ 2003、134頁)。
この品評会の審査基準は、「色沢、香り、味をそれ

ぞれ点数化して計100点満点とし、防腐剤であるサ

リチル酸が含まれているものは減点する。Jとされて
いた(青木・ 1999、134頁)。

月桂冠が防腐剤なしの清酒の開発に成功したのは

1911年のことであり、この頃はまだ防腐剤なしの清

酒は出品されていなかったと恩われる。それでも、こ

の品評会の伏見酒の受賞率(品評会の出品数に対す

る受賞点数の割合)は55.6%であり、全国平均の

32.8%を上回っており、伏見酒の名声を高める契機と

なった。さらに、 1911年に大蔵省主催の全国清酒品

評会において、伏見酒の出品点数28点のうち、 23点

が入賞し、全国各地の出品を圧倒し、伏見酒が最優

等と評価された。

このようにして、伏見酒造業は、清酒の産地とし

て全国から再ぴ評価を受けることとなったのだが、第

2章で述べたように政府の企業整備によって一時衰退

し、伏見酒造業が再興するのは、戦後以降のことで

あった。

明治期以降の伏見酒造業の発展は近代科学の積極

的な導入によるものであるが、その動機は江戸期以

降から発展した灘酒増業の存在によるものであった。

しかし、灘酒酒造業は、その周辺地域から原料米

を大量に確保することができ、杜氏も丹波地域に優

れた杜氏の郷があったことで、発展することができ

た(藤原・ l鈎9、412-413頁)。一方で、伏見酒造

業都市近郊に位置しており、大量の原料米を確保す

ることができなかった。杜氏も周辺地域にいなかっ

たため、府外から社氏を呼び込まなければならなかっ

たo このような制約的条件の中で、伏見酒造業はど

のように発展していったのであろうか。それを次に

説明していく。

3.伏見酒造業の生産不利条件下での成長

近代以降の伏見酒造業の発展の要因はこれだけで

はない。伏見は京都の近郊であり、伏見の近辺で良

質な酒米を大量に確保するのは困難であった。 1960

年代から月桂冠が四季醸造を開始し、さらなる近代

化を進めると、大量の生産量を確保しなければなら

なくなった。

図10-12は、 1950年、 1961年、 1977年の伏見の

府県別酒米入荷割合の変遷を表したグラフである。図

13は、図 10-12で表した年度の伏見酒造組合員の

製成数量を表したものである。戦後まもなく、京都

府の酒米の入荷割合は53%と高い割合であったo そ

の後、伏見酒造業は年々製成数量を増加させていっ

た。その分、酒米も大量に調達しなければならなく

なったため、 1961年の京都府内からの酒米入荷割合

は約半分に減少し、鳥取や島根といった中部地方か

ら酒米を入荷している。 1977年には製成数量が滋賀、

や福井、その他、少量ながらも石川や富山の北陸地方、

佐賀県からも入荷している。
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図 10 1950年の伏見酒造業の府県別酒米入荷割合

出典・安部.1980、22頁より引用
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図 12 1977年の伏見酒造業の府県別酒米入荷割合

出典 。安部・ 1980、22頁より引用

伏見酒造業は、大量生産を行ったことによって、大

量のj酉米を府外から確保しなければならなくなった。

しかし、当該地域の都道府県外から酒米を調達する

場合、 j酉米の生産量が多い地域の酒造業よりも不利

な状況に立たされる。酒米の代表である山田錦を大

量に生産している兵庫県では、兵庫県内での供給を

優先する傾向にあり、地域外への供給はこの次とな

るため、酒米の品質が不安定で、あった。 しかし、伏

見酒造業はそれを醸造技術で、補ってきた。

藤本と河口は、「伏見では各地から酒米を調達し、

酒米が不足すると一般米で補いつつも、 j酉質を落と

さないよう自製造技術の向上に努めた。また、複数の

地域から酒米を確保するということは、一地域の不

作が生じた場合、他地域から増量して酒米を調達で

きるという代替性の強さを意味し、このことが原料

米確保のリスヘッジというアドバンテージをもたら

その他ー13.5%
滋~'i . 4% 

Jゐm.21.5%

図11 1961年の伏見酒造業の府県別酒米入荷割合

iII典.安部・ 1980、22頁より引用
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図 13 1950年、 1961年、 1971年の伏見酒造組合
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出典:伏見酒造組合・2001、『伏見酒造組合一二五年史j、

114， 134、208頁より引nJ

した。」と述べている (藤本パ可口'2010、49-54頁)。

また、酒米の品質が不安定な中で、醸造技術の向上

を高めることができたのは、府外から杜氏を確保し

たことによって、伏見に各地の酒造技術が集合した

ためである。

上述したように、伏見酒造業は府外から社氏を|呼

びこまなければならなかったという制約的条件が、伏

見に多様な流派の酒造技術が伏見に集めることに繋

がった。それによ って、異なる流派閥で酒造技術に

|刻する情報共有を行うことで醗造技術を高めていっ

た(藤本/河口 .2010、54-56頁)。

原料米の確保が困側I[となった伏見酒造業において、

品質を落とさず1jlfi闘を造ることができたのも、多様
な酒造技術の集合と、醸造技術に関する流派閥の情

報共有によるものであろう。
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4.京都府奨励品種の指定による京都府産米『祝Jの
生産

伏見酒造業の発展は、制約的条件を克服し、生産

優位に働かせたことが要因であることを、藤本と河

口の研究で明らかにされている。しかし、原料米の

生産と清酒の生産は比例しているため、原料を地域

内で確保することは、安定しだ生産を意味する。表8

は、都道府県別の醸造用玄米検査数量と製成数量を

表したものである D 兵庫県や新潟県は原料米の生産

量が多く、京都は原料米の生産量が少ない中で、灘

に次ぐ生産量を誇っているo 府外から原料米を調達

すると、輸送コストもかかり、地域内で原料米を確

保することが望ましい。

表8 2011年都道府県別製成数量上位5位の醸造

用玄米検査数量

製成数量 (ld) 醸造用玄米検査数量 (t)

兵庫 134，ω1 18，932 

京都 73，823 524 

新潟 35，871 10，638 

秋田 16，499 2，925 

愛知 16，207 280 

出典:農林水産省HP、『米穀の農産物検査結果』を元に筆

者作成

その中、京都府原産の酒造好適米「祝Jの再生産
が始まった。 1933年、京都府農業試験場(現京都府

農林水産技術センター)で育成され、酒造適性に優

れていた品種であったが、戦争が激化し、酒米より

も主食米の生産を優先する政府の指導で栽培きれな

くなった。戦後復興の兆しの中、 1955年から祝米の

生産が再び始まったのだが、草丈が高く倒伏しやす

いため収量が低く、農業の機械化に適さなかったた

め、 1973年から生産きれなくなった。

しかし、祝の酒造適性の高さや、高級酒用の原料

米としての復活が高まり、 1988年に伏見酒造組合の

働きかけで、農業総合研究所(農林水産技術センター

の前身)の栽培方法の改良を行い、祝の再生産に向

けた取り組みが始まった。 1992年に京都府の奨励品

種に指定され、 1994年の平安建都12∞年記念事業の

一環として進められ、祝を用いた清酒が造られた。

祝の再生産は、原料米を地域内で確保する目的で

始まった訳ではないが、伏見酒造組合職員主事の池

田氏によると、「兵庫県の酒造好適米といえば山田錦

というような、京都でも京都を代表する酒造好適米

を作りたいという思いがあった。Jというべ
1952年、稲、大麦、はだか麦、小麦及び大豆を主

要農作物とし、その優良な種子の生産と普及促進を

行うため、主要農作物種子法が定められた。同法8

条で、「都道府県は、当該都道府県に普及すべき主要

農作物の優良な品種を決定するため必要な試験を行

わなければならない。」と定められており、奨励品種

の決定はこの法律に基づいて、都道府県が奨励品種

を決定し、奨励品種に指定した作物の普及促進に向

けて取り組んでいる。

祝の生産は、一般米よりも草丈が高く、耐病性が

弱いことから、自然条件に大きく左右される。さらに、

近年の祝の醸造検査数量の推移を見ると、不安定で

あり、伏見酒造組合によれば、「組合が希望する量を

確保できていない。Jという状況である九酒米の生
産に適したほ場の調査はもちろんのこと、農林水産

技術センターとの連携による品種改良は今後も継続

することが重要である。

2∞8年、斉藤酒造が全国新酒鑑評会において祝を

用いた清酒で初めて金賞を受賞し、京都の清酒プラ

ンドとして確立しつつある。しかし、祝が京都を代

表する酒造好適米となるためには、生産量の確保が

今後の課題となる。

5.地域資源を活用した産学官連携による佐々木酒造

の新事業

(1 )酒造業の夏季経営

江戸期以降、酒造業は寒造りを中心に清酒を生産

していた。それが成立したのは、農家が春、夏、秋

に農業を生業とし、冬に酒造りを行うという習慣が

あったからである。しかし、戦後になると、農業が

衰退し、杜氏を確保するのが次第に困難となった。月

桂冠等の大手酒造業は寒造りを止め、会社員を採用

し、機械による四季醸造を開始して対応したo

伏見酒造組合一二五年史には、 11989年の季節従業

員数は664名であったが、 10年後の 1999年には 177

名にまで減少した。これは、季節従業員の高齢化や

他産業の流出とともに、生産技術の高度化、機械化

の普及と促進、一般社員による醸造体制の確立など

によるものでもあった。Jと記載されている(伏見酒
造組合・ 2001、239頁)。現在、伏見酒造業者数23社

のうち、季節従業員を雇用しているのは3社だけで

ある附。

中小の酒造業においても、江戸期以降の寒造りと

従業員を季節雇用から通年雇用へと切り替える業者

が多くなってきたが、夏は清酒を生産しないため、夏

季には大型醸造設備の空転が起きている。杜氏制度

から社員醸造へ切り替わったことによって、夏季経

営をどうするかという中小酒造業の課題が生まれて

いる。

京都市上京区にある佐々木酒造も同様の課題を抱

えていた。そこで、京都市産業技術研究所(以下、産
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技研)を初めとする産学官連携による新事業の開発

を行った。

(2)佐々木酒造の概要

佐々木酒造は、 1893年に創業し、洛中にある唯一

の酒蔵であり、かつて千利休が茶の湯に使ったとい

われる名水が湧き出ており、その水を酒造りに使用

している。 清酒の生産量は少ないが、独自で小売庖

の販売ネットワークを構築や京都市工業技術セン

ター(京都市産業技術研究所の前身)と連携し、開

発された新しい酵母を使った清酒の開発を行い、中

小酒造業ならではの特色を活かして、経営してきた

酒蔵であるo

(3)産学官連携の佐々木酒造業の新事業に至る経緯

佐々木酒造は夏季の経営の課題を解決するために、

公設研究開発機関である京都市産業技術研究所(以

下、産技研)と共に、酒造技術を用いた新製品の開

発と、醸造設備を用いた夏季の新事業の開発に取り

組んだ。その後、京都市が京都市バイオ構想に基づ

いて取り組んでいた京都バイオ産業創出支援プロ

ジェクトの一環として取り組まれ、佐々木酒造の新

事業の開発を行うに当たり、産学宮連携体制を築いた。

産学官連携による佐々木酒造の新事業は、経済産

業省の地域イノベーション創出開発事業(以下、イ

ノベーション創出事業)(2008 -2∞9年)、地域産業
資源活用事業(以下、地域資源活用事業)(2012年)

の採択、認定を受けて開発された。前者は、地域の

産学官ネットワークを強化し、地域産業のイノベー

ションを創出し、新事業・新産業を起こす支援事業

である。後者の事業趣旨も前者とほぼ同様に、地域

の強みとなりうる「地域資源」を活用した中小企業

による新商品、新サービスの開発・販売等を総合的

に支援し、地域経済の活性化を図る事業である。

これらの事業の狙いをまとめると、産学官連携に

よって地域産業の技術を用いて新たな産業や商品を

開発と販路の開拓を狙いとした事業ということにな

る。

(4)佐々木酒造の新事業の産学官連携体制と新事業

の内容

2008年にイノベーション創出支援事業で採択され

た事業名は、「麹糖化技術の草新による新規天然食品

原料の開発Jであるo 2011年に「京都の伝統的甘口
清酒製造法である麹糖化技術を活用した天然糖化飲

料及び食品原料の開発・販売jという事業名で地域

資源活用事業に採択された。

この2つの事業の背景には、近年のアルコール消

費の低下と、年中雇用による酒蔵の夏季経営の他、食

糧自給率の低下を受けて、米の消費拡大の促進があっ

た。これを受けて、ノンアルコール清酒「白い銀名水J
を開発、販売に向けた取り組みが始まった。ノンア

ルコール清酒までの生産は以下の流れのようになる。

①麹の科学分析を京都大学、京都府立大学が行う。

②天然糖化原料を製造できる麹の品種選抜を麹の生

産、販売を生業としている「菱六jが行い、京都府

農業資源研究センターと生物資源研究センター、京

都府立大学が米の品種の選抜をそれぞれ行う。③京

都市産業技術研究所が、仕込み配合構築する。④佐々

木酒造が工場スケールでの製造技術構築を目標に開

発を行う。

以上が、ノンアルコール清酒に至るまでの工程で

あるo

また、この2つの事業で佐々木酒造は、ノンアルコー

ル清酒の開発、販売を行うと共に、夏季に醸造設備

を用いて米麹を生産し、菱六が粉末にして食品メー

カーへ業務販売を行っているo 現在、小川瑚排が米

麹を使った焼き洋菓子を生産、販売を行っている

(佐々木酒造提供資料、「麹糖化技術の革新による新

規天然食品原料の開発J)。

ノンアルコール清酒の販路としては、スーパーや

コンビニエンスストア、 ドラッグストア等で一般消

費者向けに販売し、ホテル、飲食庖、学校、福祉施

設等には業務用に販売を行うようである。

今後、佐々木酒造業の新事業の販路拡大が課題と

なってくる。現在、産技研は販路の確保の支援も行い、

京都プランドの創出を図ろうとしているが、佐々木

酒造の新事業を含めて市民へ魅力を発信できている

かといえば、まだ不十分ではないかと考える。

そんな時に、 2012年12月、京都市で清酒の普及の

促進に関する条例が制定された。第4章でこの条例が、

清酒の乾杯及び、伝統産業の普及促進として有効な

条例かどうかを考察し、伝統産業や佐々木酒造の新

事業のような京都プランドの創出の発信の契機とな

るかどうか、検討していく。

第4章清酒の普友の促進に関する条例の普友

促進効果

4・1.京都市の全国初の乾杯条例の制定と他の自治体

の乾杯条例の動向

2012年12月、京都市で清酒の普及の促進に関する

条例(以下、乾杯条例)が全国で初めて制定された。

この条例は、清酒をツールとして和食の理解を促進

させることを目的としている。

この条例は、伏見酒造組合から、「京都の伝統文化

や京料理とも深く関わる日本酒が乾杯の席で影が薄

くなりつつあることを憂慮し、京都における宴会や

パーティーでの乾杯は、日本酒、そして伏見をはじ

めとする京都の清酒を利用してほしい。」と 2010年2
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月に京都市長、京都市会議長に要望書を提出した。

京都市で初めて乾杯条例が制定され、各地でも同

様の条例が次々と制定されているo 読売新聞によれ

ば、 2014年1月16日の時点で、乾杯条例を制定した

自治体は約20自治体だといわれているo 清酒に限ら

ず、各自治体の地酒や、米などの酒類以外の産業の

普及促進を狙いとする条例も制定されている。しか

し、宮崎県都城市議会では「何で乾杯するかは個人

の自由Jf酒を飲めない市民もおり、法律で勧めるの
はよくない。」として、条例案を不採択とした地域も

ある。

このように、乾杯条例は地域振興か個人の噌好か

で賛否に別れた議論がされている。また、乾杯条例

による清酒の普及促進効果は不明であり、条例の制

定が清酒の普及促進のきっかけとなるかは不明であ

るo

そこで、京都市の乾杯条例と他の自治体の乾杯条

例を比較し、本条例が清酒の普及の促進の契機とな

るか、またその契機となる場合の要因を考察する。

4・2.各自治体の乾杯条例の比較

(1 )乾杯条例の自治体の比較対象の選定

まず、京都市の乾杯条例と比較する他の地域の自

治体の選定する際に以下の3つを検討した。①当該

地域において乾杯条例が制定されていること、②都

道府県別の製成数量の多さ、③当該地域における酒

造業者の数の3つである。その中から導いた自治体は、

西宮市、東広島市、常滑市、真庭市である。

西宮市は、酒造業者数が多く、その点で京都市の

酒造業と同じ条件を満たしている。東広島市は、都

道府県別製成数量は少ないものの、酒造業者が16社

であるため、京都市と比較する地域としたo 常滑市は、

愛知県の製成数量は多いものの、酒造が2社と酒造

業者数は少ない。しかし、伝統産業である常滑焼と

地酒の普及を狙いとした条例を制定していることか

ら、京都市と比較するために比較対象とした。真庭

市も岡山県の製成数量は少ないものの、酒類製造会

が4社あるため、比較対象地域とした。表9は、各

地域の人口、当該都道府県の清酒の製成数量をまと

めたものである。

(2)京都市の乾杯条例

上述したように、京都市の乾杯条例は、酒造組合

が「宴席などの乾杯では清酒を使用して欲しい。」と、

市に要望したことを受け、議員提案によって全会一

致で可決された。京都市によると、清酒の普及を条

例で定めた理由について、以下のように説明している。

「京都市では、様々な伝統産業の普及・振興に取り

組んで、いるが、とりわけ、日本酒については、生活

に密着した「食Jというジャンルであり、関連して
器は京焼・清水焼や京指物で作られ、京料理ととも

に味わえ、和装で噌まれると絵になる等、他の伝統

産業製品と連携しやすいものであることから、あら

ゆる伝統産業製品の振興へと繋がることが考えられ

るo また、その地域で生産されたものをその地域で

消費するといった、地産地消、食育の観点からも重

要な役割を果たすと考えられる。Jと説明している(京
都市伝統産業課提供資料)。

京都市の乾杯条例は清酒の乾杯、を通じて、清酒だ

けでなく、京都市の清酒に関連する伝統産業の振興

を図るものである。

では、実際に乾杯条例において、どのような取り

組みが行われているのか、京都市の取り組みをみて

いく。乾杯条例を制定したことを受けて、伏見酒造

組合はポスターやステッカーを作成したo これを居

酒屋・料理庖に配布し、宣伝の依頼を行うことで、乾

杯条例の周知を行っている。

京都市では2，似泊万円の予算を組み、「京都・日本

酒サミット 2013(以下、日本酒サミットJという事
業の中で、新しい日本酒の飲み方の普及促進や試飲

会等のイベントを行っている。このイベントは、清

酒だけでなく、京焼・清水焼等の伝統産業の普及促

進も狙ったものとなっている。

日本酒サミットは、京都市や酒造組合だけでなく、

商庖街や京都市の関係団体との協力関係、他の伝統

産業、飲食庖の協力を得た事業となっているo また、

京都市から日本酒を盛り上げるポータルサイト、

fKYOTO LOVE SAKEJは、広告会社「リーフパブ

リケーションズJが運営しており、京都市の清酒イ
ベントの広告宣伝を行っている。

京都市が乾杯条例を施行してから、 1年が経過し、

表9 乾杯条例制定地域の人口、当該都道府県

京都市 西宮市 東広島市 常滑市 真庭市

人口 1470129 482506 l卯135 57284 49213 

当該都道府県清酒製成数量 (kl) 73，823 134，091 9，708 16，207 2，918 

2012年酒類製造事業所数 28 102 16 2 4 

出典:人口は各市役所HPより引用、酒額製造事業所は総務省統計局、 2012年経済センサス活動調査を元に筆者作成
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どのような反響や成果があったのだろうか。京都市

伝統産業課は、「伝統産業団体、市の関係団体からは、

協力を得られており、飲食庖でも、観光客などに条

例施行を PRし、日本酒での乾杯、を促進している。」

と説明している。

また、伏見酒造組合が2004年から行っていた、京

都市内のホテルへの乾杯用の清酒の無償提供の数量

も乾杯条例の反響を受けて増加した。

伏見酒造組合は、京都市へ清酒の乾杯の普及に関

する要望を出す以前から、組合独自で清酒の乾杯を

使用するようホテルに依頼していた。その取り組み

について、伏見酒造組合職員主事の池田弘一氏は、「ホ

テルに乾杯、用の清酒を無償で提供する際には、①日

本ホテル協会に加盟していること、②ホテルが伏見

の清酒を扱っていること、という 2つの条件があるo

ホテルへの無償提供を開始した 2004年では4合

(720ml)瓶で約250本であったが、2006年頃から徐々

に提供する本数が増加し、 2008年以降は 1500本~

1600本を提供するようになった。それが2013年には、

約6，000本を提供し、 2012年と比べて約4倍に増加

した。Jと説明している ω。
伏見酒造組合は、乾杯条例の制定以前から、清酒

の普及に向けて市内のホテル業界へ働きかけていたo

乾杯条例が追い風となって、清酒の乾杯が増加した

のは、乾杯に清酒を使用するようホテル業界に、数

年間に渡って働きかけていたからである。

京都市の日本酒サミットの協力関係団体の多さと

伏見酒造組合のホテルへの清酒の乾杯、の無償提供本

数の増加から、乾杯条例は一定の成果があったとい

えるo では、他の自治体が乾杯条例を制定して、ど

のような取り組みを行っているのか、京都市と比較

していく。

(3)他の自治体の乾杯条例との比較

京都市と他の自治体との比較項目は、①制定日、②

提案者、③目的、④周知方法、⑤現在の取り組みの5

項目を比較し、⑥その他備考であるo この項目から、

共通項目と、異なる項目を導き、異なる項目につい

ての考察を行う。

「京都市清酒の普及の促進に関する条例J
①2012年12月26日、②議員提案、③清酒を通じ

た伝統産業の発展、④ポスター、ステッカーの配布、

イベントの開催、⑤京都・日本酒サミットの開催、⑥

京都・日本酒サミット事業予算:2，000万円

f西宮市清酒の普及の促進に関する条例J
①2013年7月5日、②議員提案、③清酒を通じた

伝統産業の発展、酒文化の発信、西宮の経済の振興

及び文教住宅都市としての発展、④ポスター、ステッ

カーの配布イベントの開催、⑤西宮日本酒振興連絡

会の設置、「西宮の日本酒振興プロジ、ェクトj事業の

開催、⑥西宮の日本酒振興プロジェクト事業予算:

1，350万円

「東広島市日本酒の普及の促進に関する条例J
①2013年6月7日、②議員提案、③清酒を通じた

日本文化への理解への促進の寄与、④Facebook、⑤

酒造組合、商工会議所、市、観光協会による東広島

市の日本酒で乾杯する会の開催、既存のイベント「日

本酒まつりJ、「城下町まつりjを活用した取り組み

f常滑市常滑焼の器に注いだ地酒による乾杯を推進す
る条例J
①2013年9月16日、②議員提案、③常滑焼及び

地酒の普及、④ポスターの作成、配布、⑤常滑焼の

御猪口による地酒の普及促進を飲食庖に宣伝依頼

「真庭市の地酒で乾杯を推進する条例j

①2013年9月24日、?②議員提案、③酒造業その

他関連産業の発展及び郷土愛の醸成、④JR西日本岡

山支社、湯浅町旅館協同組合、観光回廊真庭協議会

の協力を得て、電車を貸し切りにして電車内で地酒

を提供し、真庭の特産品を楽しむツアーを予定

この4自治体の乾杯条例を比較した結果、②は全

ての自治体に共通し、③も酒造業に関連する産業の

普及促進を図る目的があり、全ての自治体に共通し

ている。④はポスター、ステッカーによる周知方法

で3自治体、イベントの開催は3自治体が該当する。

また、ポスター、ステッカー、イベントの開催の両

方による周知方法は2自治体である。⑤の取り組み

は様々であるが、常滑市のように周知に留まる自治

体もある。また東広島市でも市民に条例が周知され

ていないという課題を抱えている。宣伝に留まる自

治体と、乾杯条例を受けて積極的に事業を行う自治

体とに分けることができる。では、なぜ周知に留ま

る自治体と積極的に事業を行う自治体に分かれるの

だろうか。

積極的に事業を行っているのは、京都市と西宮市

であり、両者共に酒造業者数が多いこともあり、他

の地域を圧倒する清酒の産地である。清酒産業が重

要な産業であると認識しているため、積極的に事業

を行っているのであろう。しかし、製成数量や酒造

業者数は京都市と西宮市に劣るものの、東広島市の

西条地区には酒造業者が9社あり、酒造業が集積し

ている一つの地域である。それにも関わらず、市民

に周知されないという課題を抱えているのは、酒造

業からの要望だけで乾杯条例を制定したためだと考

えるロ清酒の普及の促進には、酒造業だけでなく、そ
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の地域の関連産業や飲食業界の協力が不可欠である。

しかし、乾杯条例が他の産業界を視野に入れた条例

になっていなかったため、乾杯条例を制定しでも、そ

の周知に留まる自治体、周知しても周知きれないと

いう自治体が出てきたのであるo

この条例を契機として、酒造業以外の産業との協

力を求める自治体もあるのだろうが、乾杯条例の制

定過程で他の産業界と共にどう普及促進を行うかと

いう議論を行っていれば、より円滑な協力関係の構

築と効果的な取り組みを行うことができたのかもし

れない。京都市も、議員提案という他の自治体と変

わらない制定過程であったが、条例を制定するまで

に、伏見酒造組合は京都市に清酒による乾杯の普及

を広める要望書を提出する以前から、ホテル協会へ

の協力や地元商庖街との協力関係を築きつつ、酒造

組合独自ら市民へ清酒の魅力を発信する取り組みを

行ってきた。その結果、乾杯条例の施行からわずかl

年の問で積極的な事業を行うことができたのである。

(4)乾杯条例を契機とした酒造業友ぴ関連産業の普

友促進のために

伏見酒造業は中央省庁関係と交渉を行ってきただ

けでなく、京都府や京都市とも交渉を続けてきた歴

史もある。

1928年、奈良電鉄の地下鉄路線計画が企画される

と府知事を会長とし水質を調査し、近年では、 1990

年以降、京都市の南部地域の開発が進められると、地

下水への影響を考慮した伏見酒造組合は、地下水に

悪影響を及ぼさない工法の実施など、京都市を通じ

て交渉を行っている。

京都市の酒造業が、伝統産業などの他の産業界との

協力関係を築くことができたのは、酒造業自ら他の産

業へ働きかけただけでなく、京都市を通じて他の産業

との交渉を行ってきたことも大きな一因である。

乾杯条例の多くが酒造業界からの要望で、議員提

案によって可決されたものであるo その際に、他の

関連産業との結びつき、市民へ周知する方法につい

ての議論が不十分であったと考えられる。乾杯条例

を契機として協力関係を築くために、自治体を通じ

た他の産業との交渉と同時に酒造業自らの他の産業

への積極的な働きかけが求められる。

(6)乾杯条例を契機とした自治体のマーケティング、

需要拡大支援の必要性

従来の自治体の産業支援は技術的側面を中心に

行ってきた。京都市では産技研がその役割を担って

いたのだが、新製品の研究や新技術の開発がいかに

優れていようと、産業そのものが成り立たなければ

無意味なものとなってしまう。自治体の技術的支援

は今後も必要であるが、それと共にマーケテイング

や需要拡大の支援が必要となってきている。産技研

は、 2010年に「知恵産業融合センターJを設立した。
このセンターは、京都市の伝統産業と最先端産業の

融合によって新たな京都プランドを創出することを

目的としているo しかし、近年まで技術支援に力を

入れていた産技研が直接消費者に向けて普及を促す

には限界があろう。

そこに、清酒の普及、及ぴ伝統産業の普及促進に

向けて取り組む条例が制定された。乾杯条例の制定

が、産技研や中小企業が創出した新産業、新製品の

魅力を消費者へ発信する契機にできるo

乾杯条例は「何で飲むかは個人の自由である。jと

いう批判的な意見もあり、条例による産業の普及促

進支援は強引であったのかもしれない。しかし、京

都市の乾杯条例のように、清酒を含めた伝統産業の

積極的な普及促進の支援は自治体に求められている

ものであり、その点においては可能性を持った条例

である。

おわりに

本論文は、戦後からの酒造業に関する政策を整理

したことで、級別制度や三増酒などの政策が相関し

ながら酒造業に影響を与えたことを確認することが

できた。

また、新製品の開発や新事業の開発が困難な中小

企業が多い中、佐々木酒造の新事業の開発を考察す

ることで、産学官連携体制の構築と国の開発支援が

効果的であることがわかった。このことから、地域

資源を活かした国の製品開発や事業の開発支援、販

路の開拓支援が一定の効果があるということを明ら

かにすることができた。しかし、本論文は、京都市

の酒造業に焦点を当てすぎていたため、酒造業全般

の動向の把握が不十分であった。乾杯条例の考察に

ついても、比較した自治体の数が少なかったことや、

条例の制定から間もなかったために、乾杯条例の効

果について十分な考察を行うことができなかった。

各自治体で乾杯条例だけでなく、地域の主要産業

の振興を図る条例が制定されている中で、乾杯条例

を制定した自治体が数年後、いかに産業の普及促進

を図るかどうか、着目した上での考察が必要である。

また、本論文では、三増酒やアル添酒の生産が品

質低下を招いたと述べたが、執筆後も研究を続けた

結果、三増酒は酒造業にとって重要な技術であり、経

営上のコストを分散させることで、高品質の清酒を

消費者の手に取りやすくする意味を持っており、三

増酒やアル添酒を一概に批判することはできないこ

とが明らかとなった。本論文では酒造業者へのヒア

リング調査を十分に行うことができず、今後も調査

が必要である。
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注

1 )社氏:酒造技術者、または酒造の最高責任者

2)酒造家:酒蔵の経営者

3)製成数量:生産量

4)伏見区外に本社を置く酒造業は除く。現在、会社によっ

て資本金が公開されている会社と公開していない会社

があるため、伏見酒造組合『伏見酒造組合一二五年史』

笈附1年 88頁-155頁を参考した。

5)伏見酒造組合主事、池田弘一氏へのヒアリング、 2013

年 11月26日

6)新川問屋:東京の卸問屋。新川問屋は関東地方の清酒

の流通の主導権を握っており、酒造業者が、東京へ出

荷する際、新川問屋によって出荷量が指示し、酒造業

者独自で出荷することはできない程であった(月桂冠、

1999、118頁)。

7)江戸期、京都は幕府の直轄地(天領)となっており、

幕府の管理下に置かれていた。この頃には既に「酒は

噌好品であるJという認識がなされており、米が不作
になると、酒造に用いる米の量を減らす政策(減石令)

が取られていた。伏見の酒造家は庄屋か資産家であり、

酒造業を専業としており、原料・米を購入しなければな

らず、減石令の影響を受けていた。つまり、江戸期の

頃から生産統制が行われており、市場も政府の政策に

左右されていた。

8) 9) 伏見酒造組合職員主事、池田氏へのヒアリング、

20日年11月26日

10)伏見酒造組合職員主事、池田氏へのヒアリング、 2013

年11月26日

11)伏見酒造組合池田氏へのヒアリング、 2014年1月17日


